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　35 建築事業

（既設建築物設備工事業を除く）
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38 既設建築物設備工事業
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令和５

１　令和５年度中に終了した一括有期対象事業（元請分）をもれなく記入し、P.38 ～ P.39の「労災
保険率適用事業細目表」を参考に、「事業の種類」ごとに別葉としてください。

２　右記の記入例（P.15）にならって、「一括有期事業総括表」の「事業開始時期」欄に記載された
期間ごとに分けて記入し、それぞれの合計額（記入例では「小計」）も記入してください。その際、「平
成27年３月31日以前のもの」については、「平成25年９月30日以前のもの」と「平成25年10月１日
以降平成27年３月31日以前のもの」の期間に分けて記入してください。

３　「㋺請負代金に加算する額」欄には、工事用の資材などを支給され、または機械器具等を貸与さ
れた場合には、支給された物の価額相当額または機械器具等の損料相当額を計上してください。

４　「㋩請負代金から控除する額」欄には、請負代金の額に告示された控除対象工事用物（業種番号
36の機械装置のみ認められています。P.41を参照してください。）の価格が含まれている場合、控
除対象工事用物の価額相当額を計上してください。

５　賃金で算定する工事は、右記の記入例（P.15）にならって、「㋑請負代金の額」欄、「㋥請負金額」
欄には該当する請負金額を、「③賃金総額」欄には該当する賃金総額をかっこ書きで記入してくだ
さい。

６　請負金額は、平成27年４月１日以降に開始した工事については消費税を除いた額を記入してく
ださい。

　※平成27年3月31日以前に開始した工事の申告方法についてP.36を参照してください。
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開始時期が平成30年３月31日以前の工事の
区分誤りに注意してください。開始時期の
年度により保険料率が異なります。

平成27年４月１日以降に開始した工事
については、請負金額から消費税額を
除いた金額を記入します。

請負金額500万円未満の工事は
取りまとめて記入できます。

２枚目以降は別紙を使用してください。

賃金で算定した工事を含む場合、上段は賃金で算定した合計
（小計）額をカッコ書きで、下段は請負金額による賃金総額の
合計（小計）額、その下の欄外に上段と下段の合計（小計）額
を記入してください。

請負金額500万円未満の工事
は取りまとめて記入できます。

賃金で算定した工事は、
このようにカッコ書きで記
入してください。

記入例３




